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1 Gautschi 1983 Vickers 1985 Sheth 1986 Pelligrini 1986,)この分野の研究として、 ( )、 ( )、 ( )、 (
)、 ( )、 ( )、 ( )、丸山( )、有賀1989 Lin 1988 Moorthy 1988 Fershtman, Judd and Kalai 1991 1992





























ン価格制への移行について検討する。この分野の先行研究として、 ( )および成Utaka 2003
生・岡本( )があるが、そこでは単一チャネルが想定されている。本稿では、複数チャ2005
ネル間の競争を考慮しつつ、先行研究を拡張する。５節は要約である。






≠ ( )q=a+x-p+bp , i=1,2, i j 1i i j
i iに直面しているものとする ここで は生産者 が販売する第 財にたいする需要量。 、 、q i i p
は第 財の小売価格、 は第 財の小売価格、 、 （ ≦ < ）はパラメ－タ－である。まi p j a b 0 b 1j
た、 は当該地域の需要の状態を表す確率変数で、その期待値はゼロ、分散はσ であるx 2
（ σ 。ただし、各生産者の販売量が負となるのを避けるため、 の下限はEx=0 and Ex = x2 2）
それほど小さくはないとする 。地域の小売業者は、この確率変数 の実現値を観察でき2) x




π ( )E =pEq=p a-p+bpi i i i i j
と表される。上式の極大化条件より、反応関数
p p = a+bp /2i j j( ) ( )
が導かれる。したがって、均衡における小売価格は
( ) ( )p =a/ 2-b 2-1iI
であり、このときの各生産者の販売量および期待利潤は
( ) ( )q =a/ 2-b +x 2-2iI
π ( ) ( )E =a / 2-b 2-3iI 2 2




、 。 （ ）この状況で 次のようなゲ－ムを想定する まず 需要の状態 が明らかになっていないx
第 段階において、生産者が出荷価格およびフランチャイズ料を記した販売契約を小売業1





第 段階において第 財を販売する小売業者 は、生産者 が設定した出荷価格 と他2 i i i ri
の小売業者 が設定する小売価格 を所与として、自らの利潤 を最大にするように小j p yj i
売価格 を決定する。したがって、彼の意思決定問題はpi
i i i i i i i i j i iMax y= p -r q -F= p -r a+x-p+bp -F , w.r.t. p( ) ( )( )
と定式化される。ここで、 はフランチャイズ料である。上記の意思決定問題の極大化条Fi
件より、反応関数
( ) ( ) ( )p r , p = a+x+r+bp /2 3-0i i j i j
が導かれる。したがって、均衡における小売価格は出荷価格の関数として、
( ) [( )( ) ] ( ) ( )p r ,r = 2+b a+x +2r+br / 4-b 3-1i i j i j 2
で与えられる。このとき、各小売業者の状態 における販売量、期待販売量および期待利x
潤は、それぞれ
( ) [( )( ) ( ) ]( ) ( )q r ,r = 2+b a+x - 2-b r+br / 4-b 3-2i i j i j2 2
( ) [( ) ( ) ]( ) ( )Eq r ,r = 2+b a- 2-b r+br / 4-b 3-3i i j i j2 2
( ) [( ) ( ) ] ( ) σ ( ) ( )Ey r ,r = 2+b a- 2-b r+br / 4-b + / 2-b -F 3-4i i j i j i2 2 2 2 2 2
と計算される。
生産者の意思決定
このような小売業者の行動を考慮した上で、第 段階において生産者 は、ライバル生1 i




i i i i j i i i j i iMax E =rEq r ,r +F , s.t. Ey r ,r 0, w.r.t. r and Fπ ( ) ( )≧
と定式化される。ここで、制約条件が等号で成立することに留意すれば、上記の問題は




( ) [ (( ) )] ( ) ( )r r = b 2+b a+br /4 2-b 4-0i j j2 2
が導かれる。したがって、均衡における出荷価格およびフランチャイズ料は
( ) ( )r =ab / 4-2b-b 4-1iSF 2 2
[( ) ( )] σ ( ) ( )F = 2-b a/ 4-2b-b + / 2-b 4-2iSF 2 2 2 2 2
で与えられる。このときの小売価格、状態 における販売量および生産者の期待利潤はx
( ) ( ) ( )p =2a/ 4-2b-b +x/ 2-b 4-3iSF 2
( ) ( ) ( ) ( )q = 2-b a/ 4-2b-b +x/ 2-b 4-4iSF 2 2
π ( ) ( ) σ ( ) ( )E =2 2-b a / 4-2b-b + / 2-b 4-5iSF 2 2 2 2 2 2
と計算される。ここで上付き は、フランチャイズ料の徴収を伴う垂直的分離を表してSF
いる。いま、( )式と( )式を比較すれば、 ≦ ≦ のもとでは2-3 4-5 0 b 1










は、( )式で および とおくことから、3-4 r=r=0 F=0i j i
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IX 2 2 2 2E =a / 2-b + / 2-bπ ( ) σ ( )i
。 、 。と計算される ここで上付き は 需要の状態を知る生産者が統合していることを示すIX
上式より、小売業者が持つ需要状態についての情報を生産者が利用できることからの利益





析しているので、以下では、一方の生産者 のみが小売業者を分離し、生産者 は統合しi j
ているという非対称な状況を分析する。
この状況で、第 財を販売する小売業者 は、生産者 の出荷価格 およびライバルのi i i ri
小売価格 を所与として、自らの利潤を最大にするように小売価格 を設定する。したp pj i
がって、彼の意思決定問題は、
i i i i i i i i j i iMax y= p -r q -F= p -r a+x-p+bp -F , w.r.t. p( ) ( )( )
と定式化されるから、極大化条件より、反応関数
( ) ( ) ( )p r , p = a+x+r+bp /2 5-1i i j i j
が導かれる。ここで、上式の期待値をとれば
( ) ( ) ( )Ep r , p = a+r+bp /2 5-2i i j i j
である。
他方、需要の状態を知らない生産者 は、ライバル の小売価格 を所与として、自らj i pi
の期待利潤を最大にするように小売価格 を設定する。このとき、彼の意思決定問題はpj
j j j j j i jMax E =pEq=p a-p+bEp , w.r.t. pπ ( )
と定式化されるから、極大化条件より、反応関数
( ) ( ) ( )p p = a+bEp /2 6j i i
。 、 、（ ） 、が導かれる したがって ( )式と( )式より 完全ベイズ 均衡における小売価格は5-2 6
出荷価格 の関数として、ri
)需要の状態 を知る小売業者 が設定する小売価格 は に依存しているのに対し、そ3 x i p xi
れを知らない生産者 が設定する は に依存していない。j p xj
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( ) [ ( ) ( ) ] ( ) ( )p r = 2 2+b a+ 4-b x+4r /2 4-b 7-1i i i2 2
( ) [( ) ] ( ) ( )p r = 2+b a+br / 4-b 7-2j i i 2
で与えられる 。このときの小売業者の販売量、期待販売量および利潤は3)
( ) [ ( ) ( ) ( ) ] ( ) ( )q r = 2 2+b a+ 4-b x-2 2-b r /2 4-b 7-3i i i2 2 2
( ) [( ) ( ) ]( ) ( )Eq r = 2+b a- 2-b r / 4-b 7-4i i i2 2




。 、 、荷価格 を決定する フランチャイズ料が徴収可能であれば 生産者 の意思決定問題はr ii
i i i i i i i i iMax E =rEq r +F , s.t. Ey r 0, w.r.t. r and Fπ ( ) ( )≧
と定式化される。ここで制約式が等号で成立することに留意すれば、この意思決定問題は
i i i iMax E = 2+b a+2r 2+b a- 2-b r / 4-b + /4, w.r.t. rπ [( ) ][( ) ( ) ]( ) σ2 2 2 2
へと改められるから、期待利潤の極大化条件より、均衡出荷価格とフランチャイズ料は
[( ) ] ( ) ( )r = 2+b b a /4 2-b 8-1iASF 2 2
[( ) ] σ ( )F = 2+b a /16+ /4 8-2iASF 2 2
で与えられる。このときの生産者の期待利潤は
π [( ) ] ( ) σ ( )E =Ez = 2+b a /8 2-b + /4 8-4ASF ASF 2 2 2
π [( ) ] ( ) ( )E = 4+2b-b a /16 2-b 8-5AI 2 2 2 2
と計算される。ここで はチャネルの利潤、上付き は一方が統合し、他方がフランチz A
ャイズ料を徴収して分離するという非対称な状況を表す。
これまでの議論から、第 段階において両生産者が統合か分離かを選択する際の利得は0
第 表で与えられる。ここで留意すべきことは、 ≦ < のもとでは、1 0 b 1
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I 2 2 2 2 2 ASFE =a / 2-b 2+b a /8 2-b + /4=Eπ ( ) ≦(( ) ) ( ) σ π












i i i i j i i j iMax E =rEq r ,r =r 2+b a- 2-b r+br / 4-b , w.r.t. rπ ( ) [( ) ( ) ]( )2 2
と改められる。それゆえ、期待利潤の極大化条件より、反応関数
( ) [( ) ] ( ) ( )r r = 2+b a+br /2 2-b 9-0i j j 2
が導かれ、均衡出荷価格は、
( ) ( ) ( )r = 2+b a/ 4-b-2b 9-1iS 2
で与えられる。また、このときの小売業者、生産者およびチャネルの利潤は、
[( ) ( )( )] σ ( ) ( )Ey = 2-b a/ 2-b 4-b-2b + / 2-b 9-2iS 2 2 2 2 2
π ( )( ) ( )( ) ( )E = 2+b 2-b a / 2-b 4-b-2b 9-3iS 2 2 2 2
( )( ) ( )( ) σ ( ) ( )Ez =2 2-b 3-b a / 2-b 4-b-2b + / 2-b 9-4iS 2 2 2 2 2 2 2 2
と計算される。ここで( )式と( )式を比較すれば2-3 9-3
π [> <] π ⇔ ( )( )[> <]( ) ⇔ [> <] ( )E = E 4-b 2-b = 4-b-2b b = 0.70781 =bi i 1S I 2 2 2 2
であるから、次の補題を得る。
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者 のみが小売業者を分離し、生産者 は統合しているという非対称な状況を分析する。i j
この状況での第 段階の均衡は( )式で与えられる。したがって、第 段階における生産2 7 1
者 の意思決定問題は、i
i i i i i i iMax E =rEq r =r 2+b a- 2-b r / 4-b , w.r.t. rπ ( ) [( ) ( ) ]( )2 2
と定式化されるから、期待利潤の極大化条件より、均衡出荷価格は
( ) ( ) ( )r = 2+b a/2 2-b 10-1i^S 2
で与えられる。また、このときの小売業者、生産者およびチャネルの期待利潤は、
( ) σ ( )Ey =a /4 2-b + /4 10-2^S 2 2 2
π ( ) ( )( ) ( )^S 2 2= 2+b a /4 2-b 2-b 10-3
( ) ( )( ) σ ( )Ez = 3-b a /2 2-b 2-b + /4 10-4^S 2 2 2 2 2





^S Iπ < πE
S ^I 2 2 3 2 2 2 2E = E 4-b 2-b = 4-b-2b 4+b-2bπ [> <] π ⇔ 4( )( )[> <]( )( )
















「 」 。 、持つという 拡張されたゲ－ム について分析する この際新たな分析を必要とするのは
両生産者が分離するが、一方のみがフランチャイズ料を徴収し他方は徴収しない場合であ
る。このような状況における両財の小売価格および販売量は( )式と( )式で与えられ3-1 3-2
る。したがって、フランチャイズ料を徴収する生産者 の反応関数は( )式で与えられi 4-0
る。他方、フランチャイズ料を徴収しない生産者 の反応関数は( )式で与えられる。j 9-0
これらの連立方程式を解けば、両生産者の均衡出荷価格、
( )( ) ( )r =b 2+b 4+b-2b a/ 32-32b +7b#SF 2 2 2 4i
( )( ) ( )r = 4-b 4+2b-b a/ 32-32b +7b#S 2 2 2 4j
を求めることができる。ここで上付き は、一方の生産者 はフランチャイズ料を徴収す# i
るが、他方の生産者は徴収しないという非対称な状況を表している。また、このときの各
生産者の利潤は、
π ( )( )( ) ( ) σ ( ) ( )E =2 2-b 2+b 4+b-2b a / 32-32b +7b + / 2-b 11-1#SF 2 2 2 2 2 2 4 2 2 2
π ( )( )( ) ( ) ( )E = 2-b 4-b 4+2b-b a / 32-32b +7b 11-2#S 2 2 2 2 2 2 4 2
と計算される。
この結果にもとづいて、拡張されたゲ－ムの利得行列を作成すれば第 表を得る。ここ3
で ≦ < であるかぎり、0 b 1
π > { π π }E max E ,ASF I ^S
π > { π π }E max E , E#SF ^I S







、 。 、 、とはいえ この状況では囚人のディレンマが生じる可能性がある いま とすればb=1
第 表は次のように改められる。この例からわかることは、両生産者がともにフランチャ3
イズ料を徴収する場合の利得が σ であるのにたいし、ともにフランチャイズ料を徴2a +2 2
収しない場合には と多くの利得を得ることができるということである。その意味で、3a2
σ が小さい場合、この均衡は低水準( )である。もっとも、このようなことが生2 low-level
じるのは財がある程度同質的な場合のみである。実際、( )式および( )式より4-5 9-3
π ≧ π ⇔E ES SF
2 2 2 3 2 2 2 2 2f b = 2-b 2-b 16-24b-2b +9b / 4-2b+b 4-b-2b /a( ) ( )( )( ) [( )( )] ≧σ
である。ここで ( )は、 ≦ < で単調増加で、 のときに となることに留意f b 0 b 1 b=0.81352 0
























) 年、公正取引委員会は「標準価格から ％以上割引している小売店が 以上、4 1971 15 2/3























すれば、( )式で表される非対称均衡が実現し、小売業者は の期待利潤を得ること10 Ey^S
ができる。この状況で建値制を維持するには、生産者はこれと同額のリベ－トを小売業者
に支払う必要がある 。したがって、生産者が建値制を維持しようとするか否かは6)
I ^S ^S I ^SE -Ey = E E = Ezπ [> <] π ⇔ π [> <]
に依存することになる。すなわち、生産者はチャネル全体の期待利潤の大きい方を選択す
るのである。( )式および( )式を用いれば、上記の条件は2-3 10-4
( )( )( )≡g( )[> <]σ ( )2 1-b / 2-b 2-b b = /a 12-12 2 2 2 2
と改められる。同様に、ライバル生産者がオ－プン価格制を採用している状況での生産者
の選択は、( )式および( )式より9-4 10-5
π [> <] ⇔E = Ez^I S





[( )( ) ( )( )] ( )( ) ≡h( )[> <]σ ( )4+b-2b 4-b-2b -8 2-b 3-b /4 2-b 4-b-2b b = /a 12-22 2 2 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2
に依存する。ここで
g b b , for 0 b 1( )≧h( ) ≦ <
であるから、( )式で不等号“<”が成立すれば、( )式でも不等号が成立する。し12-1 12-2
たがって、オ－プン価格制が採用されるための条件は
( )≡ ( )( )( )<σ ( )g b 2 1-b / 2-b 2-b /a 132 2 2 2 2
で与えられることになる。
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I I AI ASF生産者 統合 π π π πi E , E E , E
ASF AI SF SF分離 π π π πE , E E , E
（各蘭の最初が生産者 の期待利潤、後ろが生産者 の期待利潤である ）i j 。
第２表
生産者 統合 分離j
I I ^I ^S生産者 統合 π π π πi E , E E ,
^S ^I S S分離 π π π π, E E , E
（各蘭の最初が生産者 の期待利潤、後ろが生産者 の期待利潤である ）i j 。
第 表3
j F生産者 統合 分離 分離
I I ^I ^S AI ASF生産者 統合 π π π π π πi E , E E , E , E
^S ^I S S #S #SF分離 π π π π π π, E E , E E , E
ASF AI #SF #S SF SF分離 π π π π π πF E , E E , E E , E
（各蘭の最初が生産者 の期待利潤、後ろが生産者 の期待利潤である ）i j 。
第 表：拡張されたゲ－ムの利得表(数値例 )4 :b=1
j F生産者 統合 分離 分離
i a , a 9a /4, 3a /4 25a /16, 9a /8+ /4生産者 統合 σ2 2 2 2 2 2 2
2 2 2 2 2 2 2分離 σ3a /4, 9a /4 3a , 3a 75a /49, 162a /49+
2 2 2 2 2 2 2 2 2 2分離 σ σ σ σF 9a /8+ /4, 25a /16 162a /49+ , 75a /49 2a + , 2a +
（各蘭の最初が生産者 の期待利潤、後ろが生産者 の期待利潤である ）i j 。
第 表5
生産者 統合 分離j
I I ^I ^S生産者 統合 π π πi E , E E , Ez
^S ^I S S分離 πEz , E Ez , Ez
（各蘭の最初がチャネル の期待利潤、後ろがチャネル の期待利潤である ）i j 。
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[第 図：関数 ( )および ( )]1 g b h b
               [第 1図：g(b)と h(b)] 
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